
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

令和元年11月20日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和元年11月20日（水）午前9時30分～ 本庁舎3階会議室301 

２ 出席者 

公共施設マネジメント課 髙山課長、落合主査 

３ 件名 

公共施設の包括管理業務委託の導入について 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・エレベータや自動ドアといった安全性を十分に確保する必要のある設備は、現在の契約で 

メーカー系の保守事業者としていることが多いが、包括管理に移行後はどのような取り扱い 

をするのか。 

→安全性の確保は、包括管理においても重要な項目だと考えているため、プロポーザル時にメ 

ーカー系を加点項目とするか、あるいは、必須条件とするなどの対策を検討する。 

・包括管理が開始されるとき、既に長期契約などを締結しているものを契約解除すると、違約 

金の発生などの恐れがあるのではないか。 

→事前に各課へ委託状況を調査し、包括管理の開始時に契約履行期間中となっているものは 

契約が完了する翌年度から包括管理へ移行する計画としている。また、本年度に契約が終了 

するものは、令和2年度を単年度契約とし、包括管理への移行開始時期を合わせるよう各課と

調整している。 

・包括管理を行う事業者が簡易的な修理を行うとしているが、設備一覧にある設備だけなの 

か。また、どの程度まで行うのか。 

→対象施設一覧にある施設の建築物及び建築物に付属する設備に関するものを対象としてい 

る。また、修理範囲は、材料を伴わない調整、修理、清掃などである。 

・価格は今後下がるのか。 

→付議した事業費は最大額だと考えており、今後精査し、事業費の削減を図っていく。また、 

プロポーザルで価格評価項目を設けることで、価格面での競争性を促す。 

 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

□ □ □ ■ （

部課名 総務部公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ課

付議事案

公共施設の包括管理業務委託の導入について

【現状】
・各課が所管する公共施設に付帯する設備の維持管理を施設ごと個別に契約している。
・一部の業務では公共施設マネジメント課にて一括契約を行っている。
【課題】
・施設ごとに契約しているため、仕様内容にばらつきが生じている。
・経年劣化などの設備機器情報の一元化がされていない。
・設備機器間で複合的な要因により不都合が生じた場合、個々の事業者では対応が取れず、
時間を要することがある。
・同種の契約を持つ課等が施設ごとに締結しており、重複した事務を行っている。
・一般事務職員が事業者選定、契約、維持管理を担当しており、慣れない事務で大きな負担と
なり、現状把握や更新計画などまで手が回っていない。

・機器の不都合、経年劣化などの情報を横断的に把握し、壊れてから直す事後保全から計画的
に更新する予防保全に移行するため。
・公共施設等総合管理計画で求める施設の長寿命化へ結びつけ、施設利用者への安全性、快
適性を向上させ、施設のトータルコストの抑制を図るため。
・重複した事務を削減し、職員負担を軽減することにより、本来の事務に向けられる時間が確保で
き、サービスの向上が図られるため。
　プロポーザルにより事業者から効率的で質の確保が図れる提案を受け、市にとって現状の課題
を解決する最もメリットのある提案を採用し、官民連携による包括管理業務委託を導入する。
　導入により、設備機器を事業者が包括的に管理するとともに建築や設備の専門担当者が配置さ
れることを求め、設備機器間で複合的な不都合などが生じた場合、総合的・複合的に判断するこ
とを可能とする。
　また、施設所管課職員への報告会、勉強会などを開催し、施設管理の知識の向上を行った上、
日常の施設の維持管理を徹底し、常に建物環境の維持及び向上に努めていく。
【対象施設】
市役所本庁舎・東庁舎、保健福祉センター、全小中学校、公民センター、全保育園、学童保育
所、災害井戸など44施設
【対象設備等】
消防設備、空調設備、昇降機設備、自動扉、自家発電設備、特定建築物定期報告など
※詳細な対象施設及び設備は別紙のとおり

令和 元 11 20

付議書（行政経営戦略会議）

ﾌﾟﾛﾎﾟ募集要領公表 まで）

有 プレスリリース(R2.5月)

無 広報・ＨＰ等 無

無 報道発表

スケジュール

参考情報
総務課、教育総務課、生涯学習課、教育支援課、文化センター、保育課、子育て
支援課、危機管理課、市民活動支援課、産業振興課、上下水道課

5年間総額　533,500千円 （うち特定財源 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

包括管理業務委託の導入の可否

【部内会議】
・単独契約と包括管理契約との費用の差額に関する説明を十分に行うこと。
【関係課等】
・働き方改革の一環として考えたい。
・設備機器などが追加され、また、施設が新設されたときなどの対応策について今後検討が必
要。

令和元年6月　施設担当課職員説明会、委託状況調査
令和2年度当初予算へ債務負担行為の設定（R2は支出なし。R2からR7まで）
令和2年5月　　プロポーザル募集開始
令和2年9月　　優先候補者選定
令和2年10月　仕様等の協議、協議が整い次第契約の締結
令和2年10月～令和3年3月　業務準備期間（業務体制の調整･確定､施設担当職員説明会）
令和3年4月　業務開始（令和8年3月までの5年間）

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

議会説明

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課
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